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研究成果の概要（和文）：　第１に合意形成の原理論を解明した。合意とは、意思決定そのものではなく、非同
意の表明がなされていない状態である。既存の合意に対して、非同意が表明されることによって合意形成という
過程が始まる。合意形成過程を経て、新しい合意に至ったり、また、合意に至らないまま意思決定に至る。合意
形成過程では、利益や力による動機づけだけでなく、理由の交換が重要である。
　そのうえで、第２に、縮減社会における空間制御の問題を、法的側面と政策的側面に絞って考察をした。縮減
社会では、何もしないという消極的合意に至りやすいが、それゆえにこそ、新たな合意に基づく政策決定を目指
して、様々な合意形成のための実践が展開されている。

研究成果の概要（英文）：　Firstly, we analize the general theory of consensus formation process. A 
consensus is not a decision-making itself, but is a situation without expressions of non-consent. An
 expression of non-consent against the existing consensus makes a consensus formation process start.
 Through the process, a new consensus will emerge, or a decision will be made without any new 
consensus. In the process, not only motivations by interst coordination or power politics, but also 
reasons in communication are important.
  Secondly, we research consensus formation of spatial control policy in the shrinking society. We 
approach from both leagal aspect and policy side. In the shrinking society, people tend to become in
 a negative consensus, in which nobody would take positive actions. Therefore, there are a lot of 
practices for stakeholders to start consensus formation process. The process aims at a positive 
decision making based on a new consensus.    
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　空き家・耕作放棄地など、縮減社会では、土地利用を巡る社会的な合意形成が喫緊の課題である。それに失敗
すれば、劣悪な空間のもとで暮らすことになる。しかし、それを避けようとすると、性急な決断を求める誘惑が
発生する。その結果としてかえって事態を悪くすることが懸念される。そこで、縮減社会のなかで、これまで以
上に陥りがちな消極的合意を回避して、適切な土地利用を目指す合意形成の実践のための工夫を積み重ねること
が重要になる。合意なるものが、利益の妥協や権力の影をちらつかせた強引なものではなく、対等な対話におけ
る「理由」に基づく合意形成の実践に基づくものであることに大きな意義があることを明らかにした。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 戦後日本の空間利活用の整序政策における合意形成システムは、1960 年代の高度成長と各地
での住民反対運動を経て、1970 年代には一定の安定を見せた。それは、国政という全国レベル
での十分な合意形成を欠いたまま政策決定を行い、実際に影響の及ぶ地元地域レベルで、都道府
県・市区町村・地元団体という３層の事実上の「自治行政単位」を媒介に、経済的便宜供与によ
って、国策への同意を求めるという「合意調達システム」になっていた。こうした戦後日本型の
合意調達システムに対しては、地域エゴ・NIMBY や利益誘導政治の問題が指摘され、経済的便宜
供与に依らない国政レベル・地元地域レベル双方での十分な合意形成の必要性が主張されてき
た。さらに、コンセンサス会議・討議デモクラシー・市民討議会（計画細胞）など規範的あるい
は技法的な研究の蓄積がなされてきた。 
 しかし、人口減少・経済縮小社会への時代の転換にあたり、空き家問題、スマート・シュリン
クなど、従前の戦後日本型の合意調達システムは機能しないことは明らかである。しかし、従前
の研究では、こうした新たな動向とその特性を十全にとらえ切ることができない。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、右肩上がり時代を背景とした戦後日本型の合意調達システムに代わるもの
として、人口減少・経済縮小社会に適合した合意形成システムの理論・分析枠組みを提示すると
ともに、空間制御と自治に着目した実証研究を通じて、当該理論・分析枠組みの有効性を示すこ
とにある。 
 
３．研究の方法 
 研究体制を、理論研究会、空間レベル別調査班、外国別調査班として組織し、本部の進行管理
の下に推進する。研究は、『基礎』→『検証』→『展開』という局面に段階化して進める。研究
全体を通じて、定例の理論研究会での議論を重視する。2015 年度は『基礎』局面として主に理
論研究を進める。2016・2017 年度は『検証』局面として、主に国内の空間の４レベル及び成熟
した先進 5 カ国を対象に調査を行い、理論研究に還元する。2018 年度は『展開』局面として、
理論的なとりまとめを行う。各年次には公開研究会を行うとともに、ホームページや論文投稿に
より逐次、研究成果を公表する。最終段階ではとりまとめた成果を発信するため、公開シンポジ
ウムを企画するとともに、論文集の出版企画を進める。 
 
４．研究成果 
 「主な発表論文等」で列挙している論文・学会発表（いずれも、紙幅の都合で厳選せざるをえ
なかった。）に加えて、研究成果を一冊にまとめ、公刊した。金井利之編著『縮減社会の合意形
成―人口減少時代の空間制御と自治』（第一法規、2018 年）がそれである。本書の出版に向けて
は、研究会を何度も重ね、本科研メンバー相互の理解と知見の集約を試みた。その意味で、まさ
に本書は、本科研の集大成と言えるものである。また、2018 年 12 月 9日に、上記書籍の刊行記
念シンポジウムを開催した。これは、オープンなシンポジウムであり、研究成果を広く社会に還
元するためのものであった。具体的には、城山英明・東大教授（行政学）、宇野重規・東大教授
（西洋政治思想史）をお招きし、本書への感想およびそれを踏まえた問題提起をご提示いただき、
その上で、本科研メンバーが応答した。その概要は、『自治実務セミナー』2019 年 3月号に掲載
されている。さらに、2018 年 12 月 23 日に、出版記念座談会を開催した。これは、クローズド
な場で行われたものであり、残された研究課題を整理し、今後のさらなる研究の発展につなげる
ことを主に意図したものであった。具体的には、小泉秀樹・東大教授（都市計画学）、板垣勝彦・
横浜国立大学准教授（行政法）をお招きし、本書への感想およびそれを踏まえた問題提起をご提
示いただき、その上で、本科研メンバーが応答した。その概要は、『自治総研』2019 年 5月号お
よび 6月号に掲載される予定である。 
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